
徳島クリエイティブ交流サロン実施要綱 

 

第１章 総則 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、株式会社徳島健康科学総合センター（以下「センター」とい 

う）がセンター内に設置する施設「徳島クリエイティブ交流サロン」（以下「交 

流サロン」という）に関し、必要な事項を定めるものとする。 

  

 （目的） 

第２条 徳島クリエイティブ交流サロン設置事業は交流の場を提供することによっ 

て、徳島県における情報関連産業及びクリエイティブ関連産業の集積、情報の共 

有、人材育成を促進することを目的とする。 

 

第２章 利用者の決定 

 

 （利用登録対象者） 

第３条 交流サロンの利用登録対象者は次のいずれかに該当する者とする。 

（１） センター内に入居またはチャレンジルームを利用している事業者、団体及び 

  個人（以下「入居者等」という） 

（２）利用登録者からの紹介を受けた者 

 

 （利用登録） 

第４条 交流サロンを利用しようとする者は、「交流サロン利用登録申込書」（第１ 

号様式）をセンターに提出し、その承認を受けなければならない。 

２ 前項の「交流サロン利用登録申込書」には、次に掲げる書類を添付しなければ

ならない。 

（１） 個人にあっては、身分を証明できる書類の写し、法人にあっては法人登記簿 

謄本の写し（提出日から３カ月以内に発行されたもの） 

（２）前各号に掲げるものの他、センターが必要と認める書類 

３ センターは、第１項の利用の承認を受けようとする者が次の各号のいずれかに 

 該当するときは、利用を認めないことができる。 

（１）第２条の目的に沿わないとき 



（２）秩序を乱し、または公益を害するおそれがあると認められるとき 

（３）音楽・振動などにより、入居企業及び他の利用者へ迷惑を及ぼす恐れがある

とき 

（４）暴力団及びその関連企業・団体、暴力団員による使用 

（５）施設または設備を損傷するおそれがあると認められるとき 

（６）前各号に掲げるもののほか、施設の管理上支障があると認められるとき 

４ センターは交流サロンの利用登録を承認された者（以下「利用登録者」とい

う）が利用登録または最終利用日から１年間交流サロンを利用していないと認め

るときはその承認を取り消すことができる。 

 

第３章 利用について 

 

（利用時間及び占用利用） 

第５条 利用登録者が交流サロン及びその他の設備を利用することができる時間

は、原則として平日の午前９時から午後５時までとする。 

２ 利用登録者は交流サロンの開館時間内は原則として交流サロンを自由に利用で

きるものとする。 

３ 次のいずれかに該当する場合は３日前までに「交流サロン占用利用申込書」（第 

２号様式）を提出し、その承認を受けなければならない。 

（１） 会議、セミナーなどで交流サロンを独占して利用する必要がある場合。 

ただし、連日占用は３日以内とする。 

（２）土日祝日（休館日）に３時間以上利用する場合。ただし、１２月２９日から 

翌年１月３日までを除く 

４ 前項の規定による占用利用については、午前(午前９時から正午まで)または午  

 後（午後１時から午後５時まで）の利用はそれぞれ１回、１日（午前９時から午

後５時まで）の利用は２回と計算し、利用登録者が１月間に占用できる上限回数

は１６回とする。 

５ 利用登録者は「交流サロン占用利用申込書」を利用日の２カ月前から提出する 

ことができるものとし、申込書の受け付けは原則として先着順とする。  

 

（利用料金） 

第６条 交流サロンの利用料金は原則無料とする。ただし、利用登録者の責に帰す 

べき事由によって生じた費用については利用登録者の負担とする。 



（禁止行為等） 

第７条 センターは、利用に関し以下のことを禁止する。 

（１）利用申込書に記載した内容と著しく異なる内容での利用 

（２）利用の手引きに反する行為及び、管理運営上で支障があると認め 

られる行為 

（３）センターの承諾を得ないで行う使用備品の改造等 

（４）建物内での喫煙 

（５）その他、公序良俗に反すると認められる行為 

（６）無連絡による利用中止 

（７）利用の権利を第三者に譲渡する行為 

 

（禁止行為に対する措置等） 

第８条 利用登録者が前条に掲げる禁止行為を行った場合、センターは 

その後の利用を認めないことができる。 

 

（利用登録者の変更届） 

第９条 次の事項に該当する場合は、「交流サロン利用登録者変更届」 

（第４号様式）に、変更を証する書面を添付してセンターに届け出 

るものとする。 

（１）法人の利用登録者が、事業の同一性を有したまま法人名を変更 

  したとき 

（２）  個人の利用登録者が住所または氏名を変更したとき 

（３）  法人の利用登録者が事務所の所在地または代表者氏名を変更し 

たとき 

 

（利用登録解除の届出） 

第１０条 利用登録者は、サロンの利用登録を解除しようとするとき 

は、速やかに「交流サロン利用登録解除届」（第５号様式）をセンタ 

ーに届け出なければならない。 

 

（事業の廃止） 

第１１条 センターは、この事業に関する県からの委託が廃止されるこ 

ととなった場合、その他この事業を廃止する必要が生じた場合は、 



利用登録者に対し利用登録解除の申し入れを行うことができる。 

 

（補則） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項はセンターが別に

定める。 

 

附 則  

 この要綱は、令和５年４月３日から施行する。 

 １ 第５条第４項に規定する占用利用の上限回数については、令和５

年５月分の占用利用から適用する。 

 ２ とくしま産業振興機構の様式によりすでに利用申請書を受理して

いる分については、従前のとおりとし、第５条第４項に規定する占

用利用の上限回数を適用しない。 


